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１．はじめに

地方公会計制度の財務書類には、従来の官庁会計制度の決算書にはないメリットがありま

す。

メリット１：資産・負債といった、宮崎市全体のストック情報の把握が可能に！

メリット２：減価償却費などを含む、フルコスト情報の把握が可能に！

それにより！

【単式簿記】

一つの取引について、現金の収支のみをとら

え記録する帳簿記入の方法。

【現金主義】

現金の収入・支出という事実に基づき記録す

る考え方。

従来の官庁会計制度の考え方

【複式簿記】

一つの取引について、原因と結果の両方から二

面的にとらえ記録する帳簿記入の方法。

【現金主義】

現金の収入・支出にかかわらず、取引の発生時

点で収入・費用を記録する考え方。

地方公会計制度の考え方

地方公共団体における予算・決算に係る会計制度（官庁会計）は、予算の適正・確実な執行を図る

という観点から、単式簿記による現金主義会計が採用されています。

一方で、財政の透明性を高め、説明責任をより適切に図る観点から、単式簿記による現金主義会

計では把握できない資産や負債といったストック情報や、減価償却費などの見えにくいコストを捉える

ことが課題となっていました。

地方公会計制度に基づく財務書類は、複式簿記による発生主義を取り入れることにより、官庁会計

における「歳入歳出決算書」を補完する役割を果たしています。

例）自動車を２００万円で購入した。

自動車の購入で ２００万円の支出

２００万円を支出した。 のみ把握

例）自動車を２００万円で購入した。

２００万円の自動車 自動車という

を取得した。 資産の増加

２００万円の現金支出 現金２００万円という

資産の減少

効果：行財政運営の結果に関する説明責任の充実

・・・ 「見える化」の促進
○ｃ
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宮崎市の取り組み

Ø作成単位

財務書類は下記の３つの区分で作成します。

・一般会計等 ・・・ 一般会計及び地方公営事業会計以外の特別会計を対象したもの

・全体 ・・・・・・・・・ 一般会計等に地方公営事業会計を加えたもの

・連結 ・・・・・・・・・ 全体に地方公共団体の関連団体を加えたもの

Ø作成基準日

平成３０年 ３月３１日

出納整理期間が設けられている会計における当該期間内の現金の受け払い等は、基準日ま

でに終了したものとして処理しています。

Ø作成書類

統一的な基準による財務書類は下記の４つの書類により構成されています。

・貸借対照表

・行政コスト計算書

・純資産変動計算書

・資金収支計算書

Ø計数処理

本書の計数については百万円を単位とし、原則として単位未満を四捨五入しています。単位未

満の数字がある場合は「０」を表示し、計数がない場合は「－」を表示しています。

また、端数調整を行っていないため、合計等と一致しない場合があります。

宮崎市では、平成１４年度決算から旧総務省方式により「貸借対照表」（バランスシート）及び「行政

コスト計算書」の２種類の財務書類の作成・公表を行ってきました。

平成２０年度決算からは「総務省方式改訂モデル」により、普通会計ベースと、特別会計や企業会

計、関連団体も含めた連結ベースの財務４表（貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算

書、資金収支計算書）を作成・公表してきました。

なお、平成２８年度決算からは、平成２６年４月に総務省から公表された「今後の新地方公会計の

推進に関する研究会報告書」における「統一的な基準」に基づき財務書類を作成しています。
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２．財務書類作成対象の範囲

財務書類は、一般会計と地方公営事業会計以外の特別会計からなる「一般会計等財務書類」、

公営事業会計の特別会計を含めた「全体財務書類」、さらに、出資団体等を含めた「連結財務書

類」の３種類を作成しています。

なお、本市のそれぞれの財務書類の対象会計及び関係団体は以下のとおりです。

◆特記事項◆

○連結財務書類では、一部事務組合・広域連合、地方独立行政法人、地方三公社、第三セクター等（社

会福祉法人を含む）を連結対象にしています。

○第三セクター等については、以下の団体を全部連結の対象としています。

・市からの出資割合が５０％以上の団体

・役員の派遣、財政支援の実態や、出資及び損失補償等の財政支援の状況を総合的に勘案し、その

第三セクター等の業務運営に実質的に主導的な立場を確保していると認められる団体

○「宮崎県中部地区衛生組合」については、本書作成時点において、統一的な基準による財務書類が作

成されていないことから、連結していません。

○「宮崎水管理(株)」については、法人の事業期間と本市の事業期間が異なり、法人の都合により決算時

期の調整が行えないことから連結していません。

○平成２９年度より、簡易水道事業会計は水道事業会計に統合されました。

連結財務書類

①国民健康保険特別会計

②後期高齢者医療特別会計

③介護保険特別会計

④卸売市場特別会計

⑤公設合併処理浄化槽事業特別会計

⑥宅地造成事業特別会計

⑦水道事業会計

⑧工業用水道事業会計

⑨公共下水道事業会計

⑩農業集落排水事業会計

⑪田野病院事業会計

全体財務書類

①一般会計

②公営住宅建設資金特別会計

③公園墓地特別会計

④用地取得特別会計

⑤母子父子寡婦福祉資金特別会計

⑥公債管理特別会計

一般会計等財務書類

⑧（一財）宮崎市清武文化会館

⑨宮崎水管理（株）

⑩（福）宮崎市社会福祉協議会

⑪（公社）宮崎市観光協会

⑫（公財）宮崎市体育協会

⑬（一社）みやＰＥＣ推進機構

①宮崎県中部地区衛生組合

②宮崎県後期高齢者医療広域連合

③（大）宮崎公立大学

④宮崎市土地開発公社

⑤（福）宮崎市社会福祉事業団

⑥宮崎市フェニックス自然動物園管理（株）

⑦（公財）宮崎文化振興協会
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３．財務書類の関係

財務書類を構成する「貸借対照表」、「行政コスト計算書」、「純資産変動計算書」、「資金収支計

算書」の４表の関係性を示すと以下の図のとおりとなります。

一般会計等財務書類

①貸借対照表の「現金預金」は、資金収支計算書の「本年度末現金預金残高」と一致します。

②貸借対照表の「純資産合計」は、純資産変動計算書の「本年度末純資産残高」と一致しま

す。

③行政コスト計算書の「純行政コスト」は、純資産変動計算書の「純行政コスト」と一致します。

※純資産変動計算書の「純行政コスト」は、行政コスト計算書の「純行政コスト」と正負が逆に

表示されます。

① ②

③純資産変動計算書
単位：百万円

科目名 合計
固定資産等

形成分

余剰分

（不足分）

前年度末純資産残高 319,641 522,675 △ 203,034
純行政コスト（△） △ 132,322 △ 132,322
財源 137,141 137,141
税収等 90,594 90,594
国県等補助金 46,547 46,547

本年度差額 4,819 4,819
固定資産等の変動（内部変動） 1,111
資産評価差額 △ 2 △ 2
無償所管換等 △ 2,910 △ 2,910
その他 △ 1,866 △ 373 △ 1,492
本年度純資産変動額 41 △ 2,175 2,216

本年度末純資産残高 319,682 520,500 △ 200,818

貸借対照表

科目名 金額 科目名
資産の部 負債の部
固定資産 508,152 固定負債 182,306
有形固定資産 452,681 地方債 165,925
事業用資産 219,387 流動負債 23,646
インフラ資産 231,757 １年内償還予定地方債 20,757

投資その他の資産 54,677 負債合計 205,952
投資及び出資金 27,669 純資産の部
基金 25,114 固定資産等形成分 520,500

流動資産 17,482 余剰分（不足分） △ 200,818
現金預金 4,545
基金 12,332 純資産合計 319,682

資産合計 525,634 負債及び純資産合計 525,634

単位：百万円

金額

資金収支計算書

科目名
【業務活動収支】
業務活動収支 15,919
【投資活動収支】
投資活動収支 △ 10,788
【財務活動収支】
財務活動収支 △ 5,290
本年度資金収支額 △ 159
前年度末資金残高 3,452
本年度末資金残高 3,293

前年度末歳計外現金残高 1,277
本年度歳計外現金増減額 △ 25
本年度末歳計外現金残高 1,252
本年度末現金預金残高 4,545

単位：百万円

金額

単位：百万円

科目名

経常費用 139,339

業務費用 58,766

人件費 21,549

物件費等 35,300

減価償却費 13,666

移転費用 80,573

補助金等 32,154

社会保障給付 36,979

経常収益 7,437

使用料及び手数料 5,215

純経常行政コスト 131,902

臨時損失 1,123

臨時利益 703

純行政コスト 132,322

行政コスト計算書

金額
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４．貸借対照表（一般会計等）

貸借対照表は、会計年度末時点（出納整理期

間中の増減を含む）における市の資産・負債等の

状況を明らかにすることを目的として作成していま

す。

平成２９年度末の資産は約５，２５６億円、負債

は約２，０６０億円、純資産は約３，１９７億円となり

ました。

【固定資産】
行政活動のために使用することを目的として保

有する資産、１年を超えて現金化される資産など

◇事業用資産

庁舎や学校など、公共用に使用するための資産

（インフラ資産を除く）

◇減価償却累計額

有形固定資産の使用年数に応じた価値の減少

分

◇建設仮勘定

建設中の固定資産に係る支出額

◇インフラ資産

道路、橋りょう、公園など

◇物品

自動車など、取得価格 100万円以上の物品

◇投資その他の資産

公営企業会計出資金、流動資産に区分される

もの以外の基金積立金など

【流動資産】
１年以内に現金化しうる資産

◇未収金

収入すべき額のうち、まだ現金収入されていない

額

◇基金

財政調整基金や、翌年度に取り崩す予定の減

債積立金の額

◇徴収不能引当金

収入未済や貸付金のうち、不納欠損や貸し倒れ

となる可能性がある分について見積もり計上したも

の（資産の控除項目）

平成３０年

科　目　名 金額(百万円)
資産の部
固定資産 508,152
有形固定資産 452,681
事業用資産 219,387
土地 123,529
立木竹 3,399
建物 224,418
建物減価償却累計額 △ 134,918
工作物 6,867
工作物減価償却累計額 △ 4,385
その他 97
その他減価償却累計額 △ 5
建設仮勘定 385

インフラ資産 231,757
土地 46,728
建物 10,861
建物減価償却累計額 △ 4,429
工作物 419,210
工作物減価償却累計額 △ 246,618
その他 13
その他減価償却累計額 △ 2
建設仮勘定 5,994

物品 7,115
物品減価償却累計額 △ 5,577

無形固定資産 793
ソフトウェア 793
その他 -

投資その他の資産 54,677
投資及び出資金 27,669
有価証券 327
出資金 27,342
その他 -

投資損失引当金 △ 659
長期延滞債権 2,304
長期貸付金 373
基金 25,114
減債基金 8,266
その他 16,848

その他 -
徴収不能引当金 △ 124

流動資産 17,482
現金預金 4,545
未収金 653
短期貸付金 16
基金 12,332
財政調整基金 10,819
減債基金 1,514

棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 △ 64

資産合計 525,634
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３月３１日現在

科　目　名 金額(百万円)
負債の部
固定負債 182,306
地方債 165,925
長期未払金 126
退職手当引当金 15,337
損失補償等引当金 -
その他 917

流動負債 23,646
１年内償還予定地方債 20,757
未払金 -
未払費用 -
前受金 -
前受収益 -
賞与等引当金 1,297
預り金 1,264
その他 328

負債合計 205,952
純資産の部
固定資産等形成分 520,500
余剰分(不足分) △ 200,818

純資産合計 319,682
負債及び純資産合計 525,634

≪参考≫平成２９年度における市民一人当たりの

資産、負債及び純資産額

人口 ４０２,６６８人（平成３０年３月３１日現在）

市民一人当たりの貸借対照表

負債
５１１千円

資産
１,３０５千円 純資産

７９４千円

現時点の行

政サービス提

供の源泉

将来世代

の負担

現世代まで

の負担

【固定負債】

１年を超えて返済期間が到来する負債

◇地方債

資産の形成等のために発行した市債のうち、

翌々年度以降の償還予定額

◇退職手当引当金

在籍する職員が期末に自己都合退職すると仮

定した場合に必要な退職手当額を見積もり計上し

たもの

【流動負債】

１年以内に返済すべき負債

◇１年以内償還予定地方債

資産の形成等のために発行した市債のうち、１年

以内の償還予定額

◇賞与等引当金

翌年度６月支給予定の期末・勤勉手当、法定福

利費相当額のうち本会計年度の期間に対応する額

【純資産】

資産の総額から負債の総額を控除したもの
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５．行政コスト計算書（一般会計等）

行政コスト計算書は、民間の損益計算書にあた

るもので、当該会計年度中の行政活動のうち、資

産形成以外に使われた費用（コスト）と、その費用

の一部として充てられた使用料や手数料などの関

係を表しています。

２９年度の純経常行政コストは約１，３１９億円、

純行政コストは約１，３２３億円となりました。

【経常費用】
行政活動を行うために、支出した費用のうち経常

的に必要なもの

◇業務費用

人件費や物件費、減価償却費など経常的な行

政活動に係る費用

◇引当金繰入額

当該会計年度に発生した引当金の額

◇維持補修費

資産の機能維持のために支出した修繕費等

◇減価償却費

建物、工作物、物品などの固定資産の１年間の

価値減少分を費用として計上したもの

◇移転費用

医療費助成などの社会保障給付や、他団体に

対する補助金など、他の主体に交付することにより

効果が出る費用

【経常収益】
行政活動により得られた収益のうち経常的に得

られるもの

【純経常行政コスト】
行政活動に要した費用から使用料及び手数料

などの受益者負担を差し引いた差額

【純行政コスト】
税収など、受益者負担以外の財源で負担するコ

スト

自 平成２９年 ４月 １日

至 平成３０年 ３月３１日

人口 ４０２,６６８人（平成３０年３月３１日現在）

科　目　名 金額(百万円)

経常費用 139,339
業務費用 58,766
人件費 21,549
職員給与費 12,305
賞与等引当金繰入額 1,297
退職手当引当金繰入額 1,825
その他 6,122

物件費等 35,300
物件費 16,621
維持補修費 1,795
減価償却費 13,666
その他 3,217

その他の業務費用 1,917
支払利息 1,359
徴収不能引当金繰入額 188
その他 371

移転費用 80,573
補助金等 32,154
社会保障給付 36,979
他会計への繰出金 10,503
その他 937

経常収益 7,437
使用料及び手数料 5,215
その他 2,221

純経常行政コスト 131,902
臨時損失 1,123
災害復旧事業費 768
資産除売却損 123
投資損失引当金繰入額 92
損失補償等引当金繰入額 -

その他 140
臨時利益 703
資産売却益 170
その他 534

純行政コスト 132,322

市民一人当たり行政コスト計算書

収入
１８千円

費用
３４６千円 収支差額

３２８千円
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６．資金収支計算書（一般会計等）

資金収支計算書は、現金収支を「業務活動収

支」、「投資活動収支」及び「財務活動収支」の３

つの区分に分けて表示したものです。

活動区分の名称等が企業会計とは異なる部分

もありますが、現金収支の状況を活動区分ごとに

明らかにするという本質的な性格は、企業会計の

キャッシュ・フロー計算書と同様です。

平成２９年度の資金収支は約１．６億円の減とな

り、年度末時点の現金預金残高は約４５億円とな

りました。

【業務活動収支】
経常的な行政サービスを提供するための現金収

支

≪収入≫

税収や固定資産の形成に寄与しない国庫支出

金、事業収入など

≪支出≫

給料の支払いや物品の購入、補助金等、行政

サービスを行うために要した経費

※この区分の収支が大きいほど、弾力性が高い

（＝支出の自由度が高い）ことを意味します。

【投資活動収支】
固定資産や基金の増減に係る現金収支

≪収入≫

固定資産の形成に寄与する国庫支出金、固定

資産の売却収入など

≪支出≫

固定資産の形成に寄与する支出

貸付、出資等の投資など

※この区分の収支のマイナスが大きいほど資産が

増加していることを意味します。

【財務活動収支】

外部からの資金調達に係る現金収支

市債の発行・償還、借入金の増減など

※この区分の収支がマイナスになると市債残高が

減少していることを意味します。

自 平成２９年 ４月 １日

至 平成３０年 ３月３１日

科　目　名 金額(百万円)
【業務活動収支】

業務支出 125,321
業務費用支出 44,748
人件費支出 21,626
物件費等支出 21,633
支払利息支出 1,359
その他の支出 129

移転費用支出 80,573
補助金等支出 32,154
社会保障給付支出 36,979
他会計への繰出支出 10,503
その他の支出 937

業務収入 141,690
税収等収入 90,564
国県等補助金収入 43,827
使用料及び手数料収入 5,218
その他の収入 2,081

臨時支出 768
災害復旧事業費支出 768
その他の支出 -

臨時収入 318
業務活動収支 15,919
【投資活動収支】

投資活動支出 17,952
公共施設等整備費支出 10,893
基金積立金支出 4,285
投資及び出資金支出 1,491
貸付金支出 1,266
その他の支出 16

投資活動収入 7,164
国県等補助金収入 2,402
基金取崩収入 3,241
貸付金元金回収収入 1,300
資産売却収入 209
その他の収入 12

投資活動収支 △ 10,788
【財務活動収支】

財務活動支出 20,011
地方債償還支出 19,486
その他の支出 525

財務活動収入 14,721
地方債発行収入 14,708
その他の収入 13

財務活動収支 △ 5,290
本年度資金収支額 △ 159
前年度末資金残高 3,452
本年度末資金残高 3,293

前年度末歳計外現金残高 1,277
本年度歳計外現金増減額 △ 25
本年度末歳計外現金残高 1,252
本年度末現金預金残高 4,545
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７．純資産変動計算書（一般会計等）

自 平成２９年 ４月 １日

至 平成３０年 ３月３１日

８．注記

注記の主な掲載内容

純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の部の変動状況を示したものです。純資産がどのような要

因で増減しているかを明らかにしています。

純資産の前年度末残高は、約３，１９６億円でしたが、平成２９年度中に約０．４億円増加し、本年度末残高

は、約３，１９７億円となりました。

なお、本年度末純資産残高は、「貸借対照表」の「純資産の部：純資産」の項目に対応しています。

（単位：百万円）
科　目　名 合　計 固定資産等形成分 余剰分(不足分)

前年度末純資産残高 319,641 522,675 △ 203,034

  純行政コスト（△） △ 132,322 △ 132,322
  財源 137,141 137,141
    税収等 90,594 90,594

    国県等補助金 46,547 46,547
  本年度差額 4,819 4,819
  固定資産等の変動（内部変動） 1,111 △ 1,111

    有形固定資産等の増加 12,741 △ 12,741
    有形固定資産等の減少 △ 13,828 13,828
    貸付金・基金等の増加 7,866 △ 7,866

    貸付金・基金等の減少 △ 5,668 5,668
  資産評価差額 △ 2 △ 2
  無償所管換等 △ 2,910 △ 2,910

  その他 △ 1,866 △ 373 △ 1,492
  本年度純資産変動額 41 △ 2,175 2,216
本年度末純資産残高 319,682 520,500 △ 200,818

注記とは、財務書類の作成に関する重要な会計方針など、財務書類の内容を理解するために必要な

事項について説明したものです。

項 目 内 容

重要な会計方針 ○有形固定資産等の評価基準及び評価方法

取得原価により計上

※開始時については、再調達原価や備忘価額１円で計上しているものあり

○有価証券の評価基準及び評価方法

・市場価格のあるもの ・・・ 会計年度末における市場価格

・市場価格のないもの ・・・ 取得価額

○有形固定資産等の減価償却の方法

定額法により算出

○引当金の計上基準及び算定方法

・徴収不能引当金：過去５年間の平均不納欠損率により、見込額を計上

・退職手当引当金：期末自己都合要支給額を計上

・賞与等引当金：翌年度６月支給見込額のうち本会計年度の期間に対応する

分を計上
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９．全体・連結財務書類の概要

全体財務書類及び連結財務書類の概要は次のとおりです。

単位：百万円

資産の部 負債の部

固定資産 756,269 758,143 固定負債 376,770 379,171
有形固定資産 713,500 721,813 地方債 286,649 288,270
事業用資産 228,019 235,814 流動負債 35,686 36,262
インフラ資産 483,814 483,814 １年内償還予定地方債 29,404 29,404

投資その他の資産 41,757 35,304 負債合計 412,456 415,433
投資及び出資金 10,268 1,047 純資産の部

基金 26,996 29,735 固定資産等形成分 768,618 770,492
流動資産 35,523 40,712 余剰分（不足分） △ 389,282 △ 387,079
現金預金 19,900 23,425 他団体出資等分 - 9
基金 12,332 12,332 純資産合計 379,336 383,422

資産合計 791,792 798,855 負債及び純資産合計 791,792 798,855

貸借対照表

金額 金額
全体 連結 全体 連結

科目名 科目名

単位：百万円

経常費用 230,887 282,095
業務費用 80,373 86,252
人件費 24,022 26,931
物件費等 50,465 51,372
減価償却費 22,797 22,877

移転費用 150,513 195,843
補助金等 111,911 157,219
社会保障給付 37,027 37,024

経常収益 21,592 22,977
使用料及び手数料 18,634 18,628

純経常行政コスト 209,295 259,118
臨時損失 1,527 1,528
臨時利益 898 957

純行政コスト 209,924 259,689

行政コスト計算書

金額
全体 連結

科目名

平成２９年度末の資産は、【全体】が約７，９１８億円、【連結】が約７，９８９億円、負債は、【全体】が

約４，１２５億円、【連結】が約４，１５４億円、純資産は、【全体】が約３，７９３億円、【連結】が約３，８３４億

円となりました。

平成２９年度の純経常行政コストは、【全体】が約２，０９３億円、【連結】が約２，５９１億円、純行政コスト

は、【全体】が約２，０９９億円、【連結】が約２，５９７億円となりました。

- 11 -



単位：百万円

前年度末純資産残高 375,956 380,136
純行政コスト（△） △ 209,924 △ 259,689
財源 217,793 267,615
税収等 144,364 171,207
国県等補助金 73,430 96,408

本年度差額 7,869 7,926
固定資産等の変動（内部変動）

資産評価差額 △ 2 △ 2
無償所管換等 △ 2,920 △ 2,915
その他 △ 1,567 △ 1,722
本年度純資産変動額 3,380 3,286

本年度末純資産残高 379,336 383,422

純資産変動計算書

金額
全体 連結

科目名

単位：百万円

【業務活動収支】

業務活動収支 26,565 26,256
【投資活動収支】

投資活動収支 △ 15,826 △ 16,219
【財務活動収支】

財務活動収支 △ 8,435 △ 7,611
本年度資金収支額 2,304 2,427
前年度末資金残高 16,345 19,746
本年度末資金残高 18,649 22,173

前年度末歳計外現金残高 1,277 1,277
本年度歳計外現金増減額 △ 25 △ 25
本年度末歳計外現金残高 1,252 1,252
本年度末現金預金残高 19,900 23,425

資金収支計算書

金額
全体 連結

科目名

平成２９年度の本年度純資産変動額は、【全体】が約３４億円、【連結】が約３３億円であり、これにより

平成２９年度末の純資産残高は、【全体】が約３，７９３億円、【連結】が約３，８３４億円となりました。

平成２９年度の資金収支額は、【全体】が約２３億円、【連結】が約２４億円であり、歳計外現金を含める

と、平成２９年度末の現金預金残高は、【全体】が約１９９億円、【連結】が約２３４億円となりました。
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１０．財務書類から分かること

（１）将来世代に残る資産はどのくらいあるか（資産形成度）

≪指標１≫資産老朽化比率(有形固定資産減価償却率) 一般会計等 ５９．２％、全体会計 ５０．９％

（２）将来世代と現世代との負担の分担は適切か(世代間公平性)

≪指標２≫純資産比率 一般会計等 ６０．８％、全体会計 ４７．９％

地方公会計制度の導入により、各指標の算出ができるようになったのを受け、以下の６つの視点で分析

を行いました。

Ø 資産形成度 ・・・・・ 将来世代に残る資産はどのくらいあるか

Ø 世代間公平性 ・・・ 将来世代と現世代との負担の分担は適切か

Ø 持続可能性 ・・・・・ 財政に持続可能性があるか

Ø 効率性 ・・・・・・・・・ 行政サービスは効率的に提供されているか

Ø 弾力性 ・・・・・・・・・ 資産形成を行う余裕はどのくらいあるか

Ø ©自律性 ・・・・・・・・・ 歳入はどのくらい税金等で賄わなわれているか

有形固定資産のうち、土地や立木、

建設仮勘定といった非償却資産を除

いた償却資産の取得価額に対する減

価償却累計額の割合を算出すること

により、耐用年数に対して資産の取得

からどの程度経過しているかを全体と

して把握することができます。
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一般会計等 全体

％

地方公共団体は、地方債の発行

を通じて、将来世代と現世代の負

担の配分を行います。純資産の変

動は、将来世代と現世代の負担割

合が変化したことを意味します。

59.0 
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資産老朽化比率 ＝ 減価償却累計額 ÷ （有形固定資産（償却資産） ＋ 減価償却累計額）

純資産比率 ＝ 純資産 ÷ 総資産
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≪指標３≫将来世代負担比率 一般会計等 ４１．２％、全体会計 ４４．３％

（３）財政の健全性はどうか（持続可能性）

≪指標４≫住民一人当たり負債額 一般会計等 ５１１千円/人、全体会計 １，０２４千円/人

（４）行政サービスは効率的に提供されているか（効率性）

≪指標５≫住民一人当たり行政コスト 一般会計等 ３２８千円/人、全体会計 ５２０千円/人

社会資本等について将来の償還

等が必要な負債による形成割合を

算出することにより、社会資本等形

成に係る将来世代の負担の比重を

把握することができます。43.0
42.0

41.2

46.1
45.1

44.3

30 
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H28期首 H28期末 H29 H30

一般会計等 全体

％

行政コスト計算書は、地方公共団

体の行政活動に係る人件費や物件

費等の費用を発生主義に基づきフ

ルコストとして表示するものです。そ

れにより算出される行政コストを住

民基本台帳人口で除して住民一人

当たり行政コストとすることにより、地

方公共団体の行政活動の効率性

を測定することができます。

負債額を住民基本台帳人口で除

して住民一人当たりの負債額とする

ことにより、住民にとってわかりやす

い情報となるとともに、他団体との比

較が容易になります。

将来世代負担比率 ＝ 地方債（固定負債 ＋ 流動負債） ÷ 有形固定資産

住民一人当たり負債額 ＝ 負債合計 ÷ 住民基本台帳人口

住民一人当たり行政コスト ＝ 純経常行政コスト ÷ 住民基本台帳人口
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（５）資産形成等を行う余裕はどのくらいあるか（弾力性）

≪指標６≫行政コスト対税収等比率 一般会計等 ９６．２％、全体会計 ９６．１％

（６）歳入はどのくらい税金等で賄われているか（自律性）

≪指標７≫受益者負担の割合 一般会計等 ５．３％、全体会計 ９．４％

一口メモ

税収等の一般財源等に対する行

政コストの比率を算出することによっ

て、当該年度の税収等のうち、どれ

だけが資産形成を伴わない行政コ

ストに費消されたのかを把握するこ

とができます。その比率が１００％に

近づくほど資産形成の余裕度が低

いといえ、さらに１００％を上回ると、

過去から蓄積した資産が取り崩され

たことを表します。

行政コスト計算書における使用料・

手数料や分担金・負担金などは、い

わゆる行政サービスの提供に対す

る受益者負担の金額であるため、

行政コストに対する割合を算定する

ことで、受益者負担割合を把握する

ことができます。

行政コスト対税収等比率 ＝ 純経常行政コスト ÷ （ 税収等 ＋ 国県等補助金 ）

受益者負担の割合 ＝ 経常収益 ÷ 経常費用

これまで、財務書類の作成方法は、総務省方式改訂モデルや基準モデル、

その他の方式（東京都方式等）といった複数の方式が存在していたことから他

団体との比較が容易ではありませんでしたが、統一的な基準による財務書類の

作成により、他団体との比較可能性が確保されることとなりました。

（※一部の指標では、地方公共団体の人口や面積、行政権能等が異なるこ

とにより、他団体と一概に比較できない指標も存在するため、比較する際には、

留意する必要があります。）

また、他団体との比較だけでなく、自団体での経年比較をすることにより、自

団体の状態がどう推移しているのかを把握することができます。

宮崎市では、これからも市民に分かりやすい財政資料の作成に努めるととも

に、財政の「見える化」を推進します。

「見える化」の推進
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